＜改正後　全文＞

鳥取県母子保健対策協議会設置要綱

（趣旨）

第１条　この要綱は、鳥取県における母子保健事業を効果的に推進し、格差のない母子保健事業が　展開されるよう、専門的な見地から適切な指導を行うことを目的に設置する鳥取県母子保健対策協議会（以下「協議会」という。）に関し必要な事項を定めるものである。

（協議事項）
第２条　協議会は、次の事項について協議する。
（１）県及び市町村が行う母子保健事業に関する専門的指導・助言
（２）市町村が行う母子保健事業の評価方法の検討と評価
（３）市町村が行う母子保健に関する健康診査の精度管理のできるシステムの検討
（４）乳幼児健診マニュアルの改訂等の検討
（５）その他母子保健業務に関すること
（構成）
第３条　協議会は、７名以内の委員で構成する。
（委員）

第４条　協議会の委員は、鳥取県医師会、鳥取大学医学部、鳥取県市町村保健師協議会等に属する学識経験者及び鳥取県の職員のうち適当と認めるもののうちから、知事が任命する。

２　委員の任期は、２年以内とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

３　委員は、再任されることができる。

（会長）

第５条　協議会に会長を置く。
２　会長は委員の互選により選出する。
３　会長は協議会を代表し、会務を総括する。
４　会長に事故あるときは、あらかじめその指名する委員が、その職務を代理する。

（会議）

第６条　協議会は年１回開催するものとし、会長が招集する。
２　協議会の議長は会長とする。

３　協議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。

４　協議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。

（庶務）

第７条　第４条に定める委員任命に関する事務については、鳥取県福祉保健部子育て応援課が行い、その他の協議会の庶務については、鳥取県健康対策協議会に委託して行う。

（その他）

第８条　この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関して必要な事項は、会長が委員に諮って定めるものとする。
附　則
１　この要綱は、平成１１年８月２６日から施行するものとする。
２　協議会の事務は、鳥取県健康対策協議会に委託するものとする。
附　則
　この改正は、平成２０年６月１１日から施行するものとする。

附　則
この改正は、平成２２年６月２５日から施行する。

　　附　則
この改正は、平成２７年５月２２日から施行する。

